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平成30年 3月31日 現在 単位：円

【 】 【 182,807,158 】 【 】 【 76,309,015 】

120,782,147 58,188,827

39,779,964 6,518,360

2,782,925 1,715,740

11,953,368 4,082,300

2,272,000 629,196

30,036 3,696,192

5,206,718 1,478,400

【 】 【 138,123,331 】 【 】 【 56,610,960 】

（ ） （ 137,323,331 ） 38,130,000

7,850,875 18,480,960

446,227 132,919,975

72,039,495

36,452,334

20,534,400

（ ） （ 800,000 ） 【 】 【 188,010,514 】

800,000 121,960,000

（ ） （ 46,260,000 ）

46,260,000

（ ） （ 19,790,514 ）

19,790,514

19,790,514

188,010,514

320,930,489 320,930,489

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産 株 主 資 本

特 許 権 許 諾 料 資 本 金

資 本 剰 余 金

純　 資　 産　 の　 部

建 物 附 属 設 備 長 期 リ ー ス 債 務

構 築 物 負 債 合 計

機 械 装 置

工 具 器 具 備 品

仮 払 消 費 税 等 賞 与 引 当 金

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 長 期 借 入 金

仕 掛 品 未 払 法 人 税 等

貯 蔵 品 預 り 金

立 替 金 短 期 リ ー ス 債 務

貸借対照表

流 動 資 産 流 動 負 債

預 金 買 掛 金

売 掛 金 未 払 金

原 材 料 未 払 費 用

資　　 産 　　の 　　部 負 　　債 　　の 　　部

科　　　　 目 金　　　　額 科　　　　 目 金　　　　額
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この計算書類は、中小企業の会計に関する指針によって作成しています。　

重要な会計方針に係る事項に関する注記

資産の評価基準及び評価方法　　　　　　　

固定資産の減価償却の方法　　　　　　　　

計算書類作成のための重要な事項　　　　　

貸借対照表等に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　

有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　       25,472,577円

株主資本等変動計算書に関する注記

発行済株式の種類及び総数に関する事項　　

前期末株式数（発行済普通株式）　　　　　            7,570株

当期増加株式数（発行済普通株式）　　　　              771株

当期減少株式数（発行済普通株式）　　　　                0株

当期末株式数（発行済普通株式）　　　　　            8,341株

前期末株式数（発行済優先株式）　　　　　                0株

当期増加株式数（発行済優先株式）　　　　                0株

当期減少株式数（発行済優先株式）　　　　                0株

当期末株式数（発行済優先株式）　　　　　                0株

その他の注記

特許権許諾料の処理　　　　　　　　　　　

固定資産の圧縮記帳について　　　　　　　

当期純利益金額 　 　　13,242,359円

無形固定資産に計上し、契約期間に応じて毎年均等償却とし、特許権使用料として販売費　

及び一般管理費に計上しています。　

埼玉県の産学連携研究開発プロジェクト補助金17,500,000円を取得した。機械設備購入費　

13,888,889円のうち１円の備忘価額を控除した13,888,888円につき直接減額方式により圧　

縮記帳を適用した。　

　　定率法を採用しています。ただし、建物、建物附属設備、構築物については定額法に　

　　よっています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(2) リース固定資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　リース期間定額法を採用しています。　

消費税等の会計処理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。　

個別注記表

自 平成29年 4月 1日

至 平成30年 3月31日

棚卸資産の評価基準及び評価方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

最終仕入原価法による原価法を採用しています。　

(1) 有形固定資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


